
平成２９年度山梨県環境保全審議会 

第１回 地球温暖化対策部会 次第 

 

                        日 時 平成３０年２月９日（金） 

                                 午後１時３０分～ 

                           場 所 県庁防災新館 ２０１会議室 

 

１ 開 会 

２ あいさつ 

３ 議 事 

（１）山梨県地球温暖化対策実行計画の実施状況について 

  ・２０１４（平成２６）年度山梨県の温室効果ガス排出量について 

・主要な対策・施策について 

（２）その他 

４ 閉 会 

 

 

【資料一覧】 

資料１ ２０１４（平成２６）年度山梨県の温室効果ガス排出量について 

 資料２ 地球温暖化対策実行計画に基づき実施される主要な対策・施策（平成２８実績）

について 

  

（次第添付） 

 座席表 

山梨県環境保全審議会地球温暖化対策部会委員名簿 

山梨県環境保全審議会運営規程 
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平成３０年２月９日（金）
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山梨県環境保全審議会 地球温暖化対策部会 委員名簿 

（任期：平成 28年11月10日～平成30年11月9日） 

審議会委員 ２名 

氏 名 所  属  等 

1 
(部会長) 

武田哲明 山梨大学大学院教授 

2 島崎洋一 山梨大学准教授 

 

専門委員 １０名 

氏 名 所  属  等 

1 青柳みどり 
国立環境研究所社会環境システム研究センター 

統合環境経済研究室 主席研究員 

2 秋山高広 甲府市地球温暖化対策地域協議会長 

3 芦澤公子 ＮＰＯ法人みどりの学校理事長 

4 今村繁子 山梨県消費生活研究会連絡協議会長 

5 志村宏司 山梨県生活協同組合連合会会長 

6 小林 登 
環境に関する企業連絡協議会 

（東京電力パワーグリッド株式会社山梨総支社副総支社長） 

7 中村 勇 （一社）山梨県トラック協会専務理事 

8 宮川幸久 
甲府市大型店協議会 

（（株）いちやまマート開発部長） 

9 許山 敏 山梨県森林組合連合会参事 

10 若狭美穂子 (一社)山梨県建築士会女性部相談役 



山梨県環境保全審議会運営規程 

 

（趣 旨） 
第１条 この規程は、山梨県附属機関の設置に関する条例施行規則(昭和６０年山梨県規

則第８号、以下「規則」という。)第１３条に基づき、山梨県環境保全審議会(以下「審

議会」という。)の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 
（部 会） 
第２条 規則第６条第１項に規定する部会は、別表のとおりとし、当該各欄に掲げる事項

及びその関連事項を担任するものとする。 

２ 部会の委員は、審議会委員と専門委員で構成する。 
３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれにあたる。 
４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 
５ 部会長に事故あるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する

委員がその職務を代理する。 

 
（部会の会議） 
第３条 部会の会議は、会長が招集し、部会長がその議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

 
（世界遺産景観保全部会の会議の特例） 

第４条 前条の規定にかかわらず、緊急その他やむを得ない理由があるときは、世界遺産

景観保全部会は、部会長の認めるところにより、持ち回り審議をもって決議を行うこと

ができる。 

 
（審議会への報告） 
第５条 部会長は、部会で審議・調査した結果を審議会に報告するものとする。 

２ 審議会は、当該部会での審議・調査結果について、審議し、議決する。 

 
（部会の決議） 
第６条 会長が審議会を開催する暇がないと認めるとき、又は、災害等不測の事態により

審議会を開催できないときは、会長の同意を得て、部会の議決を審議会の議決とするこ

とができる。 

２ 会長は、前項の規定により、部会の議決を審議会の議決とした場合においては、次の

審議会においてこれを報告し、その承認を求めなければならない。 

 
（会議の公開） 
第７条 審議会及び部会は、公開とする。ただし、公開することにより、法人その他の団

体又は、個人の権利や正当な利益を害する恐れがあるときは、審議会又は部会の議決に

より非公開とすることができる。 

 



（庶 務） 
第８条 審議会の庶務は、森林環境部において処理する。ただし、地球温暖化対策部会の

庶務は、エネルギー局において処理する 

（その他） 
第９条 会長は、必要と認めるときは、審議会委員又は専門委員以外の者を会議に出席さ

せて、意見を述べさせ、又は説明させることができる。 

 
第１０条 この規程に定めるもののほか、審議会又は部会の運営に関し必要な事項は、会

長又は部会長が定める。 

 
附 則 
この規程は、平成１２年１１月１０日から施行する。 
この規程は、平成１７年 ４月 １日から施行する。 
この規程は、平成２０年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成２１年 ９月 ７日から施行する。 

この規程は、平成２５年 ４月 １日から施行する。 

この規定は、平成２６年 ４月 １日から施行する。 

この規定は、平成２８年 ３月２４日から施行する。 

 

 

別  表 

部会名 担   任   事   務 

鳥獣部会 

○ 鳥獣保護管理事業計画の策定に関すること。 
○ 第一種特定鳥獣保護計画に関すること。 
○ 第二種特定鳥獣管理計画に関すること。 
○ 狩猟鳥獣の捕獲の禁止又は制限に関すること。 
○ 新たな鳥獣保護区の設定に関すること。 
○ 特別保護区の指定に関すること。 

○ 猟区の維持管理事務の委託に関すること。 

温泉部会 

○ 温泉の掘削、増掘及び動力装置の許可・不許可の処分に関すること。 

○ 温泉の掘削、増掘及び動力装置の許可の取り消し、公益上必要な措

置命令の処分に関すること。 
○ 温泉採取の制限に関すること。 

廃棄物部会 ○ 廃棄物処理計画の策定に関すること。 

地球温暖化

対策部会 

○ 地球温暖化対策実行計画の策定に関すること。 

世界遺産 

景観保全 

部会 

○ 自然環境保全地区（世界遺産景観保全地区に限る。以下この項にお

いて同じ。）内における行為の禁止等に関すること。 

○ 自然環境保全地区内において事業を行う者等への助言又は勧告に関

すること。 

○ 自然環境保全地区内において事業を行う者等との自然環境保全協定

の締結に関すること。  
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幼児緑育研究会代表

委   員 　輿水
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山梨大学大学院准教授

委   員 　坂本
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日本労働組合総連合会山梨県連合会　事務局長
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山梨県商工会連合会　女性部連合会長
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山梨大学教授
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じ

山梨県希少野生動植物種指定等検討委員会　ほ乳類部会長

委   員 　横内
よこうち

　幸枝
ゆ き え

やまなし野鳥の会　理事

委   員 　渡部
わたなべ

　美由紀
み ゆ き

弁護士

第9期　山梨県環境保全審議会委員名簿
（任期：平成28年11月10日～平成30年11月9日）

平成28年11月9日現在



 
 

 

○ 鳥獣保護管理事
業計画の策定 

○ 第一種特定鳥獣

保護計画 
○ 第二種特定鳥獣
管理計画 

○ 狩猟鳥獣の捕獲
の禁止又は制限
に関すること。 

○ 新たな鳥獣保護
区の設定に関す
ること。 

○ 特別保護区の指
定に関すること。 

○ 猟区の維持管理

事務の委託に関
すること。 

○ 温泉の掘削、増
掘及び動力装置
の許可・不許可

の処分に関する
こと。 

○ 温泉の掘削、増

掘及び動力装置
の許可の取り消
し、公益上必要

な措置命令の処
分に関すること。 

○ 温泉採取の制限

に関すること。 

○ 廃棄物処理計画
の策定に関するこ
と。 

○ 地球温暖化対策
実行計画の策定
に関すること。 

担任事務（運営規程別表） 

山 梨 県 環 境 保 全 審 議 会 平成28年11月現在 

◆ 自 然 環 境 保 全 法 ◆ 
（都道府県における自然環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関） 
第五十一条 都道府県に、都道府県における自然環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関を置く。 
２ 前項の審議会その他の合議制の機関は、温泉法（昭和⼆⼗三年法律第百⼆⼗五号）及び⿃獣の保護及び
狩猟の適正化に関する法律（平成⼗四年法律第⼋⼗⼋号）の規定によりその権限に属させられた事項を調査
審議するほか、都道府県知事の諮問に応じ、当該都道府県における自然環境の保全に関する重要事項を調査
審議する。  
３ 第一項の審議会その他の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。 

◇ 環 境 基 本 法 ◇ 
（都道府県の環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関） 
第四十三条 都道府県は、その都道府県の区域における環境の保全に関して、基本的事項を調査審議させる
等のため、環境の保全に関し学識経験のある者を含む者で構成される審議会その他の合議制の機関を置く。 
２ 前項の審議会その他の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、その都道府県の条例で定める。 

◎部会は、別表に掲げる事項及びその関連事項を担任（運営規程第2条第1項） 
◎部会⻑は、部会で審議・調査した結果を審議会に報告する（運営規程第4条第1項） 
◎審議会は、当該部会での審議・調査結果について、審議し、議決する（運営規程第4条第2項） 

委員 

人数 

10人 

(うち専門委員0人) 

 

委員 

人数 

11人 

(うち専門委員5人) 

 

委員 

人数 

10人 

(うち専門委員4人) 

 

山 梨 県 
報 告

答 申 

審 

議 

鳥獣部会 温泉部会 廃棄物部会

◇大気汚染防止法◇ 
・ 指定ばい煙総量削減計画を定めようとするとき 
・ 当該計画を変更しようとするとき 

◇公害防止事業費事業者負担法◇ 
・ 山梨県が、公害防止事業に係る費用負担計画を定めようとするとき 
・ 山梨県が、当該計画を変更しようとするとき 

◇農⽤地の⼟壌の汚染防⽌等に関する法律◇ 
・ 農用地土壌汚染対策地域を指定しようとするとき 
・ 当該地域の指定を解除しようとするとき 
・ 農用地土壌汚染対策計画策定に際し同意を得ようとするとき 
・ 当該計画の変更を申請しようとするとき 

◇水質汚濁防止法◇ 
・ 公共用水域及び地下水の水質汚濁の防止に関する重要事項※ 
※審議会は知事に意見を述べることができるとの規定。 
※重要事項：上乗せ排水基準の設定、測定計画の作成、水質環境

基準類型のあてはめ等 

◇ダイオキシン類対策特別措置法◇ 
・ ダイオキシン類の総量削減計画を定めようとするとき 
・ ダイオキシン類土壌汚染対策地域を指定しようとするとき 
・ 当該地域の指定の変更又は解除しようとするとき 

◇廃棄物の処理及び清掃に関する法律◇ 
・ 廃棄物処理計画を策定又は変更しようとするとき 

◇ 環 境 基 本 法 関 連 ◇ 

■⼭梨県環境基本条例■ 
・ 環境基本計画を定めようとするとき、変更しようとするとき 

■⼭梨県地球温暖化対策条例■ 
・ 地球温暖化対策実行計画を策定、変更しようとするとき 

■⼭梨県⽣活環境の保全に関する条例■ 
次の事項を定めようとするとき、変更し、廃止しようとするとき 
・ 指定工場、特定施設、特定建設作業の規定 
・ 上乗せ排水基準 ・ ばい煙等の規制基準 ・環境基準 
・ 地域公害防止計画 ・ 廃棄物総合計画の策定 

■⼭梨県⽴⾃然公園条例■ 
・ 公園区域を定めて指定しようとするとき 
・ 公園の指定を解除し、又はその区域を変更しようとするとき 
・ 公園計画を決定しようとするとき 
・ 公園計画を廃止し、又は変更しようとするとき 
・ 公園事業を決定、廃止又は変更しようとするとき 

■⼭梨県希少野⽣動植物種の保護に関する条例■ 
・ 希少野生動植物種保護基本方針を定めようとするとき、 
変更しようとするとき 
・ 指定希少野生動植物種及び特定希少野生動植物種を指定、 
解除しようとするとき 
・ 生息地等保護区を指定、解除しようとするとき 
・ 指定希少野生動植物種の保護管理事業計画を定めるとき、 
変更するとき 

■⼭梨県⾃然環境保全条例■ 
・ 自然環境保全基本方針及び自然環境の基準を策定するとき 
・ 自然環境保全地区等を指定しようとするとき 
・ 自然環境保全地区等の区域の変更又は指定の解除をしようと 
するとき 

・ 保全計画の決定、廃止及び変更をしようとするとき 
・ 届出を要する行為の禁止等の処分をしようとするとき 
・ 自然環境保全地区等内において事業を行う者等に対して、勧告等
をしようとするとき 

・ 自然環境保全協定を締結しようとするとき 

■ 県 条 例 関 連 ■ 

◆温泉法◆ 
・ 温泉掘削の許可をしようとするとき 
・ 他に影響を及ぼす、公益を害する等の許可の判断を 
するとき 
・ 温泉掘削の許可を取り消そうとするとき 
・ 許可を受けた者に公益上必要な措置を講ずべきことを命ずるとき 
・ 温泉の増掘、動力の装置の許可をしようとするとき 
・ 温泉採取の制限をしようとするとき 

◆鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律◆ 
・ 鳥獣保護管理事業計画を定め、又は変更しようとするとき 
・ 第一種特定鳥獣保護計画を定め、又は変更しようとするとき 
・ 第二種特定鳥獣管理計画を定め、又は変更しようとするとき 
・ 狩猟鳥獣の捕獲を禁止又は制限しようとするとき 
・ 特定鳥獣に係る特例 
・ 鳥獣保護区、特別保護地区を指定又は変更（拡大）をしようとするとき 
・ 地方公共団体の設定する猟区内の狩猟鳥獣の生育・繁殖施設の管理
を委託する者を指定しようとするとき 

◆ 自 然 環 境 保 全 法 関 連 ◆ 

諮 問

※知事の諮問に基づくその他の審議事項※ 
県土の環境保全に関して基本的な方向付けを行う条例・制度や 

構想、計画など 

□⼭梨県地球温暖化対策実⾏計画□ 
・ 温室効果ガスの排出状況等を把握し、報告 
(地球温暖化対策条例第9条の規定に基づく) 

□第２次⼭梨県環境基本計画□ 
・ 目標の達成状況及び施策事業の実施状況についての点
検・評価の結果報告 

□第３次⼭梨県廃棄物総合計画□ 
・ 目標の達成状況や施策事業の実施状況等について報告 

□ 県 計 画 関 連 □ 

■⼭梨県地球温暖化対策条例■ 
・ 地球温暖化対策の実施状況の年度毎の報告 

■ 県 条 例 関 連 ■ 

委員 

人数 

12人 

(うち専門委員10人) 

 

地球温暖化 

対 策 部 会 

委員 

人数 

6人 

(うち専門委員3人) 

 

世界遺産景観 

保 全 部 会 

○ 自然環境保全地区
（世界遺産景観保
全地区に限る。以

下同じ。内における
行為の禁止等に関
すること。 

○ 自然環境保全地区
内において事業を
行う者等への助言

又は勧告に関する
こと。 

○ 自然環境保全地区

内において事業を
行う者等との自然
環境保全協定の締

結に関すること。 

山 梨 県 

環境保全 

審 議 会 

委員の定数 30人以内 

委員の要件 
一 学識経験のある者 

二 関係行政機関の職員 

委員の任期 2年 

（山梨県附属機関の設置に関する条例別表第二） 

◆ ⼭ 梨 県 環 境 保 全 審 議 会 の 担 任 事 務 ◇ 
（山梨県附属機関の設置に関する条例別表第二） 

自然環境保全法第五十一条第二項の規定による自然環境の保全並びに
鳥獣の保護繁殖及び狩猟並びに温泉に関する重要事項の調査審議並びに
環境基本法第四十三条第一項の規定による環境の保全に関する基本的事
項の調査審議等に関する事務 


